
平成23年度個別施策ヒアリング資料（優先度判定）【経済産業省】 

施策番号 27021 施策名

低炭素社会を実現する超軽量・高強度革新的
融合材料プロジェクト（ＮＥＤＯ交付金以外分） 
ナノ材料の安全・安心確保のための国際先導
的安全性評価技術の開発 
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施策の目
的 

及び概要

 国際的にナノ材料の爆発的なニーズが高まっていることに合わせ、安全評価の研
究開発を迅速に行うことが必要である。すなわち、同一の物質であっても粒子の大き
さや形状が異なる多種多様なナノ材料製品（一部の物質では一物質あたり数十～百
種類以上のナノ材料製品が国内生産されていると言われている。）について、全てを
個々詳細に評価することは現実的ではなく、効率的・合理的に評価するための仕組
みが必要である。 
 具体的には、物理化学的特性に着目してナノ材料の有害性をカテゴリー分けする
手法を最新の試験・分析手法により体系的に評価することで確立し、個々のナノ材
料製品の安全性をより迅速かつ効率的に評価する試験法と組み合わせて最適化さ
れた安全性評価の体系・枠組みを開発する。これらの成果は、ナノ材料の安全・安
心な管理に向けて評価の枠組みを構築するための国内・国際機関における議論の
中心的な役割を果たすものである。 
 

達成目標
及び 

達成期限

 平成２７年度までに、物理化学的特性に着目してナノ材料の有害性をカテゴリー分
けする手法を最新の試験・分析手法により体系的に評価することにより確立し、個々
のナノ材料製品の安全性をより迅速かつ効率的に評価する試験法と組み合わせて
最適化された安全性評価の体系・枠組みを開発する。また、成果を国際機関に提言
することによってナノ材料の評価に関する国際的な議論を先導するとともに、化学物
質の評価に関する国内規制法への反映について議論を開始する。これらを通じて、
グリーンイノベーション、ライフイノベーションの普遍的基盤技術であり、我が国の強
みであるナノテクノロジーの根幹であるナノ材料の開発・応用を円滑に推進する。 

研究開発
目標 

及び達成
期限

・形状、ｻｲｽﾞ、表面状態などの物理化学特性を系統的に変化させた種々のﾅﾉ材料
を用いて気管内注入試験を行うことにより、ﾅﾉ材料の同一性を判断する際に着目す
べき物理化学的特性および判断基準の具体案を作成する。また、ﾅﾉ材料の体内分
布や体内動態を３次元計測できるｼｽﾃﾑや肺での生体反応の分布を観察できる手法
を確立し、気管内注入試験と吸入暴露試験の比較試験を行うことにより、吸入された
ﾅﾉ材料の体内動態と生体影響に関する一般的な推計ﾓﾃﾞﾙの具体案を作成し、吸入
暴露試験と気管内注入試験との間にある定量的な関係について暫定的な見解を提
示する。(2013年度) 
・ﾅﾉ材料の類型に対応した有害性評価の優先順位付けや試験手段のﾍﾞｽﾄﾐｯｸｽの
方法論を開発することにより有害性評価を効率的に行うための枠組みを構築し、ﾌﾚ
ｰﾑﾜｰｸ文書原案として国際機関に提示する。また、ﾅﾉ材料の物理化学特性、体内
動態、生体影響の発現を関連付ける推計ﾓﾃﾞﾙを用いて気管内注入試験が吸入暴
露試験に代替しうる条件と定量関係を解明し、ﾄﾞｷｭﾒﾝﾄ化する（2015年度） 
 

23年度の 
研究開発

目標

本施策により、平成２３年度中に、 
 
・ナノ材料の物理化学特性と有害性の関係を明らかにするため、組成が同一でも形
状とサイズが異なる10種のナノ材料の試料について調整条件（分散条件）を確立し、
気管内注入試験を行う。また、１０種のうち代表的な２種について比較のために吸入
暴露試験も実施する。 
 
・ナノ材料の体内分布や体内動態を3次元観察できる計測システムと、肺での反応の



 

分布の観察手法を確立し、急性期の影響について解析する。 
 

施策の重
要性

 ナノ材料の上市ニーズは国際的に急速に高まっているが、現在の技術だけで個々
のナノ材料製品毎の分析を行うとなると、膨大な試験が必要となるばかりでなく、試
験結果が明らかになるまでに時間を要するため、ナノ材料の安全・安心を十分に確
保できなくなるおそれがある。 
 ナノテクノロジーの健全な産業化を図るためには、各事業者がナノ材料の安全性な
どの潜在的な課題に関する知見を集積しながら責任ある研究開発、生産、使用、廃
棄等に努めていくことが肝要であり、ナノ材料の適切なリスク評価・管理を行うため
の迅速かつ効率的な安全性評価手法を確立することは重要である。 

実施体制

 研究開発主体は公募により決定する。 
 得られた成果は官民が連携し国際機関への提言と国内規制法に反映するための
議論に向けた取組を実施する予定。 
 

H22予算額（百万円） H23概算要求額（百万円）

－ 300 

独立行政法人名（運営費交付金施策のみ）  

H23概算要
求額の内

訳

人件費：49 
（研究者10人等） 
機材費：60 
【主な内訳】 
 ・機材購入費：46 
 ・機材リース費：14 
外注費等：96 
諸経費：53 
【主な内訳】 
 ・消耗品費：45 
 ・その他：8 
一般管理費：26 
消費税：14 
 
－

期間 H23～H27 資金投入規模（億円） 15 

これまでの
成果 

（継続の
み）

－ 

社会情勢・
技術の変
化（継続の

み）

－ 

昨年度優
先度判定
（継続の

み）

－ 
優先度判定時の指摘
への対応（継続のみ）

－ 

国民との科学・技術対
話推進への対応（対象

施策のみ）

平成２３年度の公募より、アウトリーチ活動の実施を評価要件として加え
る予定 


